
公76-11_27_奥付.mcd  Page 2 12/10/05 17:42  v5.50

次号予告 Vol.76 No.12(12月号)

特集●原子力災害と公衆衛生
原子力災害を公衆衛生はどう受け止めるべきか 北海道大学環境健康科学研究教育センター長・特任教授 岸(金堂) 玲子
わが国における原子力施設の現状とシビア・アクシデント 関西大学社会安全学部副学部長 小澤 守
原子力災害に対する法制度について 関西大学社会安全学部社会安全研究科准教授 永田 尚三
原子力災害と被ばく医療体制について 広島大学原爆放射線医学研究所緊急被ばく医療推進センター長 神谷 研二
原子力災害における保健所の役割 茨城県筑西保健所長 緒方 剛
原発被災地 南相馬から 医療法人相雲会 小野田病院長 菊地 安徳
福島第一原子力発電所周辺自治体住民に対する保健サービスの現状と課題

福島県相双保健福祉事務所いわき出張所健康福祉部主幹 大平 洋子
［インタビュー］原子力発電所災害と保健所活動 前福島県相双保健所長 笹原 賢司 保健師 草野 文子他
●特集コラム
3.11 東日本大震災に伴う双葉郡の医療課題 双葉郡医師会長 井坂 晶
●視点
アジアの HIVと公衆衛生 WHOカンボジア事務所 藤田 雅美
●特別寄稿
福島の放射線問題─ジャーナリストとしての取材を通して見えてきたこと

毎日新聞社水と緑の地球環境本部長 斗ヶ沢秀俊
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わが国における疾病のスクリーニングの先駆けは，結核
の集団検診でした．対象者の設定から検査(胸部 X 線
等)の精度管理，および事後管理に至るまで体系化された
検診は，とても大きな成果をあげました．この成功体験の
影響は大きく，結核検診を雛形にしたスクリーニング手法
が，がんや循環器疾患などの非感染性疾患対策にも次々
導入され，適用範囲が拡大しました．

しかし，本号で祖父江先生と大島先生がご指摘のよう
に，疾患によってはスクリーニングの有効性や効果などが証
明されていない段階で広く検診(健診)が実施され，混乱を
招いたものも少なくありません．メタボに着目した特定健診
も，その一例と言えそうです．混乱の原因は，どこにある
のでしょうか．

私見ですが，新たなスクリーニングの導入に関する検討

過程で，公衆衛生関係者の意見が反映されなかったこと
が原因の一つと考えます．メタボの特定健診を例にしても，
臨床医学系の学会主導で疾病概念や健診方法が決定さ
れました．最近は「健診ビジネス」や「健診ツアー」など
に象徴されるように，公衆衛生の理念を無視したスクリーニ
ングの産業化も心配の種です．

本特集では，進化する各種スクリーニングの有効性や効
果に関する最新情報はもちろん，健診による過剰診断など
の「不利益」の問題や，健診後の相談体制の確保など
の課題が多いことを学びました．今後の新たなスクリーニン
グの導入を検討する際には，このような課題を公衆衛生関
係者から強く主張できる環境を整えることが重要です．

(阿彦忠之)
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多田羅浩三 財団法人日本公衆衛生協会
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西田 茂樹 福島県会津保健福祉事務所長
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